戦後70年の節目に未来志向の内閣総理大臣談話の発出を求める意見書

本年は、戦後70年の節目の年にあたる。
我が国は、先の大戦の深い反省とともに、ひたすらに自由で民主的な国を創り上げ、世界の平和と発展のためにできる限りの貢献を行ってきた。その誇りを胸に、私たちは、これまで以上に世界の平和と安定のため、一層貢献していかなければならない。次なる80年、90年、そして100年に向けて、その強い意志を世界に向けて発信していかなければならない。

また本年は、被爆70年の節目でもある。唯一の戦争被爆国として、我が国が、世界の核軍縮、不拡散をリードしていかなければならないことは、当然のことである。
先の大戦では多くの先人たちが祖国の行く末を案じ、家族の幸せを願いながら亡くなられ、その尊い犠牲の上に私たちの現在の平和がある。我が国の平和国家としての歩みはこれからも決して変わることはない。

本年こそ、「積極的平和主義」の旗を一層高く掲げ、これからも我が国が世界から信頼される国であり続ける、その明確な意志をこの節目の年に当たり、世界に向けて発信しなければならない。
よって、内閣総理大臣におかれては、戦後70年の節目にあたり、過去への痛切な反省や戦後70年の平和への歩み、そして未来志向の国際貢献を含む、未来志向の内閣総理大臣談話を発出されるよう強く要望する。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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